
令 和 元 年 ９ 月 ９ 日 

消費者庁消費者制度課 

消 費 者 契 約 法 担 当 

消費者契約法改正に向けた専門技術的側面の研究会報告書 

に関する御意見募集について 

 

１．趣旨・背景 

消費者契約法（平成 12年法律第 61号）は、取消しの対象となる消費者契約の範

囲を拡大するとともに、無効とする消費者契約の条項の類型を追加する等の措置を

講ずるため、平成 30年に改正されました（消費者契約法の一部を改正する法律（平

成 30年法律第 54号））。 

この改正の際の衆議院・参議院「消費者問題に関する特別委員会」の附帯決議に

おいて、更に検討を深め、早急に必要な措置を講ずべきとされた論点等について審

議するため、消費者庁では、平成 31 年２月から「消費者契約法改正に向けた専門

技術的側面の研究会」を開催し、令和元年９月に同研究会報告書（以下「報告書」

という。）が取りまとめられました。この報告書では、「どのような形で法改正案と

して採用するかについては、今後、消費者と事業者の双方の関係者を加えた議論に

委ねることとしたい」とされているところ、議論に先立ち、次の要領にて広く国民

の皆様の御意見を募集することといたしました。お寄せいただいた御意見につきま

しては、内容を検討の上、制度設計の参考とさせていただきます。 

 

２．意見募集対象 

消費者契約法改正に向けた専門技術的側面の研究会報告書において提案されて

いる考え方（別紙参照） 

 

３．意見募集期間 

令和元年９月９日（月）から同年 10月９日（水）まで（必着） 

 

４．意見記載方法 

御意見は、次に掲げる事項を記載した上で御提出ください。 

（１）御意見の【対象】 

上記の意見募集対象である「消費者契約法改正に向けた専門技術的側面の

研究会報告書において提案されている考え方」のうち、御提出いただく御意

見の対象となる箇所を明記してください。 

 

＜記載例＞ 

・「１．いわゆる「つけ込み型」勧誘について（１）」に対する意見 

・「２．（２）」に対する意見 



・「３．」全体にわたる意見 

・「その他」 

 

（２）御意見の【内容】及び【理由】 

御意見の内容と理由については、記載場所を分けるなどして、御意見の部

分と理由の部分がそれぞれはっきりと分かるように記載してください。 

※１ 複数の箇所について御意見を提出される場合には、対象となる箇所に応

じて記載場所を分けていただくなど、各御意見の【対象】・【内容】・【理由】

がそれぞれはっきりと分かるように記載してください。また、意見用紙を御

利用の際は、用紙１枚につき１つの意見を記載し、複数の箇所について御意

見を提出される際は、複数枚の用紙を使用してください。 

※２ 制度全体について御意見を御提出いただく場合等、御意見の【対象】と

なる箇所を特定するのが難しい場合は、「その他」と記載してください。 

 

５．意見提出方法 

御意見は、次に掲げるいずれかの方法により御提出ください。なお、電話やＦＡ

Ｘでの提出には対応できませんので、あらかじめ御了承願います。 

（１）電子メール 

   i.keiyakuhou@caa.go.jp 
（２）郵送 

※１ 可能な限り（１）の方法で御提出願います。 

※２ インターネット（電子政府の総合窓口（e-Gov）意見提出フォーム）を御利

用の場合には、同フォーム所定の必要事項を御入力ください。 

※３ 電子メール又は郵送を御利用の場合には、以下の事項を御記入ください。 

【１】タイトル（「消費者契約法改正に向けた専門技術的側面の研究会報告書に関する意見」

と御記入ください。） 

【２】氏名（法人その他の団体にあっては名称／部署名等） 

【３】職業（法人その他の団体にあっては業種） 

【４】住所 

【５】電話番号 

【６】電子メールアドレス 

【７】御意見（600字を超える場合、要旨を添付してください。） 

＊ 是非意見用紙を御利用ください。 

※４ 郵送を御利用の場合には、封筒表面に「消費者契約法改正に向けた専門技

術的側面の研究会報告書に関する意見」と朱書きして、以下の宛先へ提出し

てください。 

mailto:i.keiyakuhou@caa.go.jp


  〒100-8958 東京都千代田区霞が関３－１－１ 

中央合同庁舎第４号館６階 

  消費者庁消費者制度課 消費者契約法 意見募集担当宛て 

 

６．注意事項 

・御提出いただいた御意見に対し、個別にお答えすることはできませんので、あら

かじめ御了承願います。 

・御提出いただいた御意見・情報は、氏名・住所・電話番号等の個人情報に関する

事項を除き、全て公開される可能性があること、また、その内容に応じ、消費者

庁内の関係部署や関係府省庁と共有する可能性があることを、あらかじめ御了承

願います。 

 

７．その他 

・消費者契約法改正に向けた専門技術的側面の研究会における議論の状況について

は、以下のＵＲＬで御覧ください。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract

_act/review_meeting_002/ 

  

 

 

【本件問合せ先】 
消費者庁消費者制度課 井村、福島 

  TEL：03-3507- 8800（内線 2559、2127） 

 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/review_meeting_002/
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/review_meeting_002/

